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５月１３日(水)、大分県庁で、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により経済活動の停滞が続き、企業

の事業や雇用の継続が最重要課題となっていることから、県内の行政、労働団体及び経済団体が一致協力し

て雇用の安定確保に取り組むことについて緊急共同宣言を行いました。

大分県における雇用の安定確保に向けた緊急共同宣言

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済活動の停滞が急激かつ広範囲に生じており、経済全般
にわたって甚大な影響が生じている。
また、４月７日には新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が発出、同月１６日には緊

急事態宣言対象地域が全都道府県に拡大され、さらには５月３１日までの延長が決定されるなど、今後、経
済へ更なる影響がもたらされることも懸念されている。
そのため、大分県、大分労働局では、国の累次の緊急対応策等を踏まえ、中小企業金融の拡充や４月から

特例措置が拡大された雇用調整助成金等の活用による雇用の継続支援などに取り組んでいる。
一方、企業や労働者も協力して、雇用の維持に努力しているところである。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の終息の見通しは立っておらず、解雇や非正規社員の雇い止めな

ど雇用情勢が全国的に悪化しており、こうした動きは今後県内にも波及することが予想される。
このような中、現下の雇用不安を払拭するためには、行政、労働団体及び経済団体の政労使三者が一体となっ

て知恵を出し合い、この難局に立ち向かうことが必要との認識に立ち、雇用の安定確保に向けて一致協力し
て取り組むことが求められている。
私たちは、企業が活力を持って活動でき、また、勤労者が仕事に意欲を持ち、その持てる力を発揮できる大

分県の構築に向けて一体となって別記のとおり取り組むことを宣言する。

(左から)大分県中小企業団体中央会 髙山泰四郎会長､大分県商工会議所連合会 吉村恭彰会長､日本労働組合総連合会大分県連合会 佐藤寛人
会長、広瀬勝貞大分県知事、大分県経営者協会 杉原正晴会長、坂田善廣大分労働局長、大分県商工会連合会 森竹治一会長、大分経済同友
会 姫野昌治代表幹事
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新型コロナウイルス感染拡大に伴う県民・事業者支援メニュー
支援項目 概要・要件等 申請方法・時期 問い合わせ（申請）先

特別定額給付金

住民基本台帳（令和２年４月２７日現在）に基づき
１人あたり１０万円を給付
【受給権者】給付対象者の属する世帯主

(世帯状況により世帯主以外に給付する場合あり）

(1)郵送申請
（受給権者あて申請書を郵送)
(2)オンライン申請
（マイナンバーカード所持者）
※市町村ごとに申請書の受付
開始日等は異なります。

お住まいの市町村

コールセンター（総務省）
0120-260020
9時～18時30分

生 活 福 祉 資 金
( 融 資 ）

●緊急小口資金（緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった
場合に、少額の費用の貸付）

新型コロナウイルスの影響を受け、休業等により収入の減
少があり、緊急かつ一時的な生計維持のための資金を必要と
する世帯への無利子貸付

【貸付上限額】２０万円以内
【償還期限】２年以内（据置期間１年以内）
【貸付利子・保 証 人】無利子・不要
●総合支援資金（生活再建までの間に必要な生活費用の貸付）

新型コロナウイルスの影響を受け、収入の減少や失業等に
より生活に困窮し、日常生活の維持が困難となっている世帯
への無利子貸付

【貸付上限額】２人以上 月２０万円以内 単身 月１５万円以内）
【貸付期間】原則３か月以内
【償還期限】１０年以内（据置１年以内）
【貸付利子・保 証 人】無利子・不要

随時受付中
(2～3日程度で支給）
窓口申請又は郵送

住所地の市町村社会福祉協議会
(緊急小口資金の郵送申請は労働
金庫も対応)

コールセンター（厚生労働省）
0120-46-1999
9時～21時（土日･祝日含む）

住居確保給付金

休業等によって収入が減少し､家賃の支払いに困り、住居を
失うおそれが生じている方々について､家賃相当額を家主に支給
【対 象 者】(1)離職、廃業後２年以内の方

(2)4/20以降、離職等と同程度の状況にある方
※世帯収入合計額等の要件あり

【給 付 額】賃貸住宅の家賃（上限額があります）
【給付期間】３か月以内（９か月まで延長可）

随時受付中
窓口申請又は郵送

まずは電話でご相談ください

住所地の市町村社会福祉協議会
（津久見市及び豊後高田市は
各市役所）

持 続 化 給 付 金
売上が前年同月から半減した中小企業者等に対し給付

【給 付 額】法 人 ２００万円以内
個人事業者 １００万円以内

随時受付中
｢持続化給付金ホームページ」
から 電子申請
電子申請が困難な方は「申請
サポート会場」でサポートが
受けられます(完全予約制)

持続化給付金事業コールセンター
（経済産業省）
0120-115-570（8時30分～19時）
5月･6月（毎日）
7月から12月（土曜日を除く日から

金曜日）

雇用調整助成金

従業員(パート等も含む)に対して､一時的に休業､教育訓練
又は出向を行い､雇用維持を図った場合に､休業手当等を助成

【助成率】最大 ９/１０（中小）、最大 ３/４（大企業）
※一定の要件を満たす場合は、休業手当全体の助
成率が10/10となる(1人日額 8,330円が上限)

【上限額】１人日額 ８,３３０円

随時受付中

休業等の実績に基づき申請

窓口申請、郵送、

又はオンライン

大分県雇用維持支援センター
0120-575-626
平日 9時30分～16時30分
大分労働局 大分助成金センター
097-535-2100
平日 8時30分～17時15分
雇用調整助成金コールセンター
0120-60-3999
9時～21時（土日･祝日含む）
各ハローワーク

小学校休業等

対応助成金

(労働者雇用向け)

小学校等の臨時休業等に伴い、従業員に有給休暇（労働基
準法上の年次有給休暇を除く）を取得させた事業主に対し賃
金相当額を助成
【助 成 率】１０/１０
【上 限 額】１人日額 ８,３３０円

随時受付中
郵送（配達記録が残るもの）

学校等休業助成金・支援金等コー
ルセンター
0120-60-3999
9時～21時（土日･祝日含む）

小学校休業等
対応支援金
(フリーランス向け)

小学校等の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行うために、
契約した仕事ができなくなった個人で仕事をする保護者へ支援
金を支給
【支 給 額】１人日額 ４,１００円（定額）

随時受付中
郵送（配達記録が残るもの）

学校等休業助成金・支援金等コー
ルセンター
0120-60-3999
9時～21時 （土日･祝日含む）

新型コロナウ

イルス感染症特

別貸付

（融資）

1.最近1か月の売上高が前年又は全前年比５％以上減少した方
2.業歴3ヵ月以上1年1ヵ月未満の場合等は、最近1ヵ月の売上高
が次のいずれかと比較して5％以上減少している方

（1)過去3ヵ月(最近1ヵ月を含む)の平均売上高（2)令和元年12
月の売上高（3)令和元年10月から12月の平均売上高

【融 資 額】小規模 ６,０００万円以内 中小 ３億円以内
【返済期間】設備資金２０年以内（据置５年以内）

運転資金１５年以内（据置５年以内）
【年 利】一定の要件を満たす場合方は、利子補給を受け、当

初３年間は実質無利子となります(上限あり)｡

随時受付中
小規模事業者は、窓口、郵
送、又はインターネット
中小企業者は、郵送

日本政策金融公庫(平日9～17時）
大分支店 小規模 097-535-0331

中 小 097-532-4106
別府支店 0977-25-1151

がんばろう!おお
いた資金繰り応
援資金～大分県
新型コロナウイ
ルス感染症対応
資金～(融資)

売上高が減少している県内中小企業・小規模事業者の資金
繰りを応援する県制度資金
【融 資 額】３,０００万円以内
【返済期間】１０年以内（据置５年以内）
【年 利】３年間実質無利子

随時受付中

大分銀行･豊和銀行･大分信用金庫･
大分みらい信用金庫･日田信用金庫
･大分県信用組合･商工中金･みずほ
銀行･伊予銀行･福岡銀行･筑邦銀行
･肥後銀行･宮崎銀行･西日本シティ
銀行･北九州銀行･宮崎太陽銀行･横
浜幸銀信用組合･朝銀西信用組合

新型コロナウイル
ス感染症緊急対策
特別資金（融資）

最近１か月の売上高が前年同期比で３%以上減少し、かつ、その後
２か月を含む３か月間の売上高等が３%以上減少することが見込まれ
る県内中小企業・小規模事業者
【融 資 額】１.６億円以内
【返済期間】１０年以内（据置２年以内）
【年 利】１.３％
【保証料率】０％(ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証等がある場合)又は０.３５％

随時受付中

大分銀行･豊和銀行･大分信用金庫･
大分みらい信用金庫･日田信用金庫
･大分県信用組合･商工中金･伊予銀
行の県内支店･福岡銀行の県内支店
･西日本シティ銀行の県内支店･肥
後銀行の県内支店･筑邦銀行の県内
支店



第７６１号 労 働お おい た 令和2年５月号

大分県商工観光労働部雇用労働政策課
- 3 -

(1) 「Go To キャンペーン」 新型コロナウイルス感染症の収束後に官民一体でＶ字型の消費喚起キャンペーンを実施予定です。
(2) 基本的に全ての税の納税を猶予できますので、最寄りの税務署(国税)、県税事務所・市町村税務担当課(地方税)までお問い合わせくだ

さい。
また、厚生年金等の保険料の納付も猶予できますので、最寄りの年金事務所までお問い合わせください。

(3) 「OITA EAT NOW」 商品配達やクラウドファンディングを活用して飲食店を応援する団体を支援します。
【問い合わせ先】大分県商業・サービス業振興課 電話：097-506-3290（平日 8時30分～17時15分）

(4) 県内在住の日本人学生・留学生に対する支援もあります。
【問い合わせ先】日本人学生 各大学相談窓口にお問い合わせください。

留 学 生 大学コンソーシアムおおいた 電話：097-578-7400（平日 10時～18時) E-mail：info@ucon-oita.jp
(5) 大分県事業者向け相談窓口 電話：0120-936-692（平日 8時30分～17時15分）

その他のコロナウイルス感染症に関する大分県の相談窓口

「大分県雇用維持支援センター｣を開設しました！

県では、大分県社会保険労務士会に委託して「大分県雇

用維持支援センター」を設置しました。

事業主の皆様が「雇用調整助成金」の特例措置を活用す
るための支援を行います。

具体的に休業実施計画や申請書類の書き方などについて、

社会保険労務士に無料で相談できます。

支援施策照会サイト「おおいた中小企業支援ポータル」
を開設しました！

県では、大分県経済の主役である、中小企業・小規模事業
者の皆さんに役立つ情報を、より分かりやすく、より探しや
すい形で提供するため、｢おおいた中小企業支援ポータル」
を開設しました。
国・県・市町村が所管する支援施策を、会社の所在地や業

種、目的などを選択するだけで簡単に検索いただけます。
新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ

資金繰り等の関連施策もご案内していますので、ご利用くだ
さい。

受診や予防に関する相談 最寄りの保健所
大分市 大分市保健所 ０９７-５３６-２２２２
別府市 東部保健所 ０９７-７６７-２５１１ 等

受診以外の新型コロナウイルスに関する相談 新型コロナウイルス相談窓口 ０９７-５０６-２７７５

経営・金融に関する相談
大分県中小企業・小規模事業者
経営･金融相談窓口
(経営創造･金融課内）

経営に関すること ０９７-５０６-３２２３
金融に関すること ０９７-５０６-３２２６
平日 ９時～１７時

労働相談全般
大分県労政・相談情報センター
（雇用労働政策課内）

スマホ・携帯電話から ０９７-５３２-３０４０
固定電話から ０１２０-６０１-５４０
平日 ８時３０分～１７時１５分

コロナウイルス感染症の影響により
事業活動の縮小を余儀なくされた事業主の皆さま

大 分 県 雇 用 維 持 支 援 セ ン ター
へ ご 相 談 く だ さ い

雇用の維持を図るため、主に４月から拡大され
た｢雇用調整助成金｣の特例措置を活用するための
支援を行います。

TEL 0120-575-626
受付時間 ９:３０～１６:３０

月～金曜日(土日祝日は除く)

相 談 無 料

社会保険労務士が対応

〒870-0021大分市府内町1丁目6番21号 山王ファーストビル3階
大分県社会保険労務士会内

※来所相談は事前に電話予約

が必要です。

※来所の際は、各自でマスク

を持参･着用してください。

※お車でお越しの場合は、近

隣の有料駐車場をご利用く

ださい。

✓ 助成金の対象になるの？
✓ 休業実施計画の作り方は？
✓ 労使協定や休業手当について知りたい。
✓ 申請書類は、いつまでに何が必要？
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県内の動き（労働・経済関係）令和２年４～５月

５月１日のメーデーを前に､連合（日本労働組合総連合
会）は４月２９日に第９１回メーデー中央大会を開催し
ました。新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響で、
集会は中止され、インターネットで労働者へのメッセー
ジが配信されました｡
今年は日本で初めてメーデーが開催されてから１００

年となる年ですがﾞ､ウェブ開催は初めてです｡
連合大分においても、集会を中止し、第９１回メーデー

大分県中央大会をＷＥＢ開催し、佐藤寛人会長の動画メッ
セージを配信しました。
佐藤会長はメッセージで次のように述べました。

・新型コロナウイルス感染について、全国的に感染者の
拡大が続いている。

・医療関係者や「インフラ｣｢公益｣｢物流｣｢生活必需品の
供給｣などの職場で働き続ける方々に心から敬意と感謝
を申し上げる。ともにこの闘いを乗り越えるために、
諸課題の解決を図っていきたい。

・１００周年を迎えるメーデーは、労働者の地位や労働
条件の向上と権利の拡大、民主主義の発展、恒久平和
の希求などに貢献し、その実現に大きな役割を果たし
てきた。メーデーの歴史は、働く者の｢連帯｣を求めた
歴史でもある。

・｢新型コロナウイルス感染症｣は、私たちに｢２つの問い｣
を発している。

１つは「ウイルスを封じ込めるために、一人ひとり
が、今までの社会行動を変化させることができるか。」
もう１つは、「ウイルスを乗り越えるために、一人

ひとりがつながり合い、連帯の輪を広げることができ
るか。」ということ。

・私たち労働組合は、これまで培ってきた｢助け合い・支
え合い・お互い様｣という「心」の価値観を持って、こ

の難問に立ち向かい、納得のいく答えを導き出したい。
・働く者、生活者本位の政策の実現に向けて、その先
陣を切らなければならない。その決意を新たにした
い。

・私たちがめざす社会は､｢働くことを軸とする安心社会｣｡
年齢や性別、障がいの有無、国籍などにかかわらず多
様性を受け入れ、互いに認め支え合い、「誰一人取り
残されない」社会の実現をめざして、今後も全力で運
動を進めていく。

・ともにがんばりましょう！

大分県労連（大分県労働組合総連合会）は、例年のよ
うな集会やデモ行進を中止し、５月１日にインターネッ
トで、労働者へメーデーのメッセージを配信しました。
安藤嘉洋議長は、メッセージで次のように述べました。
・メーデー１００周年の年に、メーデーの意義を確認し

労働者の祭典をお祝いしたい。
・今年のスローガンは『新型コロナウイルス感染問題に
にまけず、働く者の団結で｢いのち｣｢くらし｣｢雇用｣を
守ろう。』

・新型コロナウイルスの影響で大変な状況だが、特に医
療現場で働いている皆さんは、感染リスクと闘いなが
ら、毎日、本当にお疲れのことだと思う。感謝と励ま
しのエールを送りたい。その他、物流など暮らしを支
える職場で働く多くの方々にも感謝を申し上げたい。

・メーデーの本日５月１日には、「コロナ問題労働相談
ホットラインを開設しているので、なんでも相談して
ほしい。

・今年のＧＷは、｢ＳＴＡＹ ＨＯＭＥ｣を合言葉で感染
防止に努めるとともに、メーデーについてその歴史など
についても考えてみていただきたい。
・メーデー万歳

連合大分｢第91回メーデー大分県中央大会｣【WEB開催】

大分県労連｢第91回たたかうメーデー

４月６日(月)、中津市の県立工科短期大学校で入学式
が行われ、７３名が入学しました。

入学式では、䑓校長が、「高い志と熱い情熱を持って
勉学に励み、全員が初期の目標を達成することを期待し
ます。」と式辞を述べた後、入学生を代表して、建築シ
ステム系の城さんが、「社会に役立つ感性豊かな技術者
となることを目指し、学生の本分を尽くすことを誓いま
す。」と宣言しました。
また、尾野賢治大分県副知事が「希望に満ちあふれた

今日の気持ちを忘れることなく、高度化、グローバル化
する社会に対
応できる人材
として自己研
鑽に励んでい
ただき､本県の
ものづくり産
業を担う人材
として活躍さ
れることを期
待しています｡｣
と入学生を激
励しました｡

県立工科短期大学校は、実践的な即戦力となる技術者
を養成するため、平成１０年に開校しました。今年の入
学生は２３期生となります。

県の公共職業能力開発施設では、年間スケジュールや
講義内容を知っていただき、実際の訓練風景の見学や体
験をとおして、職業についての理解を深め、進路決定の
参考にしていただくために「オープンキャンパス」を開
催します。
中学、高校、大学等を来春卒業予定の方やその保護者、

離転職者、一般求職者（教育機関在学中の方も含む）の
方々が対象です。
詳しい日時・内容等については、各公共職業能力開発

施設にお問合せください。

大分県商工観光労働部 雇用労働政策課 職業能力開発班 ℡097-506-3329 FAX097-506-1756お問合せ

工科短期大学校 ☎0979-23-5500 fax0979-23-7001
大分高等技術専門校 ☎097-542-3411 fax097-586-1121
佐伯高等技術専門校 ☎0972-22-0767 fax0972-22-0773
日田高等技術専門校 ☎0973-22-0789 fax0973-22-6405
竹工芸訓練センター ☎0977-23-3609 fax0977-26-5969

県立工科短期大学校第23期生の入学式が行われました
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令 和 ２ 年 度 「 全 国 安 全 週 間 」

「アルバイトの労働条件を確かめよう！」キャンペーン実施中
令和２年４月１日から７月３１日まで

エイジフレンドリー職場へ！ みんなで改善 リスクの低減

事業主の皆さんへ

働き方改革関連法が順次施行されています！

１．アルバイトを雇うとき、書面による労働条件の

明示が必要です！

２．学業とアルバイトが両立できるような勤務時間

のシフトを適切に設定しましょう！

３．アルバイトも労働時間を適正に把握する必要が

あります！

４．アルバイトに、商品を強制的に購入させること

はできません。また、一方的にその代金を賃金

から控除することもできません。

５．アルバイトの遅刻や欠勤等に対して、あらかじ

め損害賠償額等を定めることや労働基準法に違

反する減給制裁はできません。

※労働者が希望した場合には､メール等(プリントできるもの)での明示も可能です｡

重点事項

全国安全週間は､労働災害を防止するために産業界での
自主的な活動の推進と、職場での安全に対する意識高め、
安全を維持する活動の定着を目的として実施しています。
本年は、特に新型コロナウイルス感染症対策について十
分留意しながら、取り組んでいただくようお願いします｡

職場での新型コロナウイルス感染症の大規模な感
染拡大を防止するためのチェックリスト ⇒
事業場の実態に即した、実行可能な感染拡大防止
対策をお願いします。

６月１日より、職場における
ハラスメント防止対策が強化されます！

パワーハラスメント防止措置が
事業主の義務(※)となります！

【労働施策総合推進法の改正・指針の内容】

※中小事業主は､2022年
(令和4年)４月１日から
義務化されます。
（それまでは努力義務）
早めの対応をお願い
します！

職場における「パワーハラスメント」とは、
職場において行われる①優越的な関係を背景とし
た言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を
超えたものにより、③労働者の就業環境が害され
るものであり、①～③までの要素を全て満たすも
のをいいます。

職場におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・
出産・育児休業等に関するハラスメントの防止
対策も強化されます！

※ 客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる
適正な業務指示や指導については、該当しません。

セクハラ等の防止対策の強化の内容については、事業所の規
模を問わず､２０２０年(令和２年)６月１日から施行されます！

お問合せ
大分労働局 雇用環境･均等室
℡097-532-4025
8時30分～17時15分(土･日･祝日･年末年始を除く）

「全国安全週間」７月１日(水)から７月７日(火)まで
「 準 備 期 間 」６月１日(月)から６月30日(火)まで

※エイジフレンドリーとは「高齢者の特性を考慮した」を意味する言葉で、
ＷＨＯや欧米の労働安全衛生機関で使用されています。

次の「３つの密」を避けることを徹底し、全国安全
週間の実施に取り組んでください。
①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）
②密集場所（多くの人が密集している）
③密接場面（お互いに手を伸ばしたら届く距離での
会話や発声が行われる）

アルバイトを雇うとき、書面による労働条件の明示が必要です！
雇い始めてから、「最初の話と違う」といったトラブルが起こらないように、

会社から労働条件通知書などの書面を交付し、労働条件をしっかり明示する必
要があります。特に次の項目については必ず書面で明示しなければなりません。
なお、労働者が希望した場合には、メール、FAX等(印刷できるもの）による明
示も可能です。
① 契約はいつまでか（労働契約の期間に関すること）
② 契約期間の定めがある契約を更新するときのきまり（更新があるか、更新

する場合の判断のしかたなど）
③ どこでどんな仕事をするのか（仕事をする場所、仕事の内容）
④ 勤務時間や休みはどうなっているのか（仕事の始めと終わりの時刻、残業

の有無、休憩時間、休日・休暇、交替制勤務のローテーションなど）
⑤ バイト代（賃金）はどのように支払われるのか（バイト代の決め方、計算

と支払いの方法、支払日）
※バイト代などの賃金は都道府県ごとに「最低賃金」が定められており、
これを下回ることはできません。
また、高校生アルバイトや雇入れ後の研修期間中も、最低賃金額以上の
賃金を支払う必要があります。

⑥ 辞めるときのきまり（退職・解雇に関すること）
学業とアルバイトが両立できるような勤務時間のシフトを適切に設定しましょう！
大学生等に対するアルバイトに関する意識調査(平成27年厚生労働省実施)で

は、大学生等から「試験の準備期間や試験期間中に休めなかったり、授業に出
られないほどのシフトを入れられた、または変更された」といった回答があり
ました。本来、学生は学業が本分であり、学業とアルバイトが適切な形で両立
できる環境を整えるよう配慮する必要があります。
また、採用時に合意したシフトの変更などの労働契約の内容の変更について

は、労働契約法第８条により労働者と使用者の合意が必要であり、使用者が一
方的に急なシフト変更を命じることはできません。
学生アルバイトの労働時間を適切に把握する必要があります！
アルバイトについて、労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録す

る必要があります。
就業を命じられた業務に必要な準備や片付けの時間､参加することが業務上

義務づけられている研修･教育訓練を受講していた時間も労働時間となります。
また、原則として労働時間の端数は１分でも切り捨てることはできません。
さらに、アルバイトにも残業手当の支払は必要です。
労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

については厚生労働省ホームページをご確認ください。
商品を強制的に購入させることはできません。また、一方的にその代金を賃金
から控除することもできません。
アルバイトが希望していないのに､商品を強制的に購入させることはできま

せん。また､アルバイト本人が希望して商品を購入した場合でも、賃金から、
労使協定なしに一方的に商品代金を差し引くことは､労働基準法に抵触します｡
アルバイトの遅刻や欠勤等に対して、あらかじめ損害賠償額等を定めることや
労働基準法に違反する減給制裁はできません。
アルバイトが遅刻や欠勤などによる労働契約の不履行や不法行為に対して、

あらかじめ損害賠償額等を定めることはできません。
遅刻を繰り返すなどにより職場の秩序を乱すなどの規律違反をしたことへの

制裁として、就業規則に基づいて、本来受けるべき賃金の一部を減額する場合
であっても無制限に減給することはできません。１回の減給金額は平均賃金の
日分の半額を超えてはなりません。また、複数にわたって規律違反をしたとし
ても、減給の総額が一賃金支払期における金額（月給制なら月給の金額）の１
０分の１以下でなくてはなりません。
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令和元年度労働福祉等実態調査結果（令和元年６月３０日現在） 令和２年３月３１日発表

大分県では、労働条件等に関する「労働福祉等実態調

査」を毎年実施しています。

令和元年度調査結果概

要のうち、一部を抜粋し

てご紹介します。

１ 雇用状況

常用労働者の割合は、前年と比較すると男性は減少し、

女性は増加した。

①回答があった事業所の労働者の割合は男性が60.8%

(30年調査 58.0%)、女性が39.2%(同 42.0%)となって

いる。

②雇用形態別労働者数の割合は｢常用労働者｣が79.3%

（30年調査 77.8%)で、1.5ポイント増加した。

③｢期間を定めずに雇われている常用労働者(正社員)｣

の割合は69.5%(30年調査 68.6%)で､0.9ポイント増加

した。

④男女別にみると｢常用労働者｣は男性86.8%(30年調査

87.7%)、女性67.6%(同 64.1%)となっている。｢期間を

定めずに雇われている常用労働者(正社員)｣について

は男性が77.0%(同 79.0%)、女性は57.7%(同54.1%)と

なっている。

２ 労働時間

所定外労働時間は前年と

比較して若干の増加となっ

たが、総実労働時間は昨年

と同様の結果であった。

①「1週間の所定労働時間」

の平均は39時間44分(30

年調査 39時間22分)と

なっている。

②1年間の総実労働時間の

平均は2,106時間(30年

調査 2,106時間)となっ

ている。そのうち、1年

間の所定内労働時間は

1,960時間(同1,967時間)

で、1年間の所定外労働

時間は149時間(同 145時間)となっている。

３ 休日休暇制度

年次有給休暇の「平均新規付与日数」は17.6日(30年調

査 17.5日)で前年とほぼ変わらず、｢平均取得日数｣は9.9

日(同 9.2日)と前年より増加したため、｢平均取得率」も

56.3%(同 52.6%)と前年より増加した。

４ 育児・介護休業等制度

育児休業対象者の育児休業取得割合は、前年と比較す

ると女性は微増し、男性は減少した。育児短時間勤務対

象者が育児短時間勤務を取得した割合は、女性は５割を

超えたが、男性は僅かであった。

①育児休業対象者が育児休業を取得した割合は、女性

が96.1%(30年調査 94.6%)で1.5ポイント増加したが、

男性は4.8%(同 6.8%)で2.0ポイント減少した。

②女性の育児休業制度の利用期間は、｢６か月以上１年

未満｣が全体の54.1%(30年調査 60.6%)で最も多く、次

いで｢1年以上」が43.0%(同 35.5%)となっている。

③育児休業制度を設けている事業所は全体の84.1%(30

年調査 83.3%)で、介護休業制度がある事業所は全体

の77.2%(同 75.8%)となっている。いずれも微増して

いる。

調査期日 令和元年６月３０日
調査対象 １，０００事業所
有効回答 ６７４事業所



全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県

365,804 316,584 292,593 58,251 73,211 58,333 148.5 156.7 135.8 144.1 12.7 12.6
367,951 322,250 294,010 260,744 73,941 61,506 148.4 158.1 135.7 144.5 12.7 13.6
372,162 312,645 295,944 253,861 76,218 58,784 147.4 153.5 134.9 141.0 12.5 12.5

30年  4月 311,069 258,254 299,489 254,675 11,580 3,579 148.7 154.4 135.6 143.0 13.1 11.4
令和元年  5月 311,733 254,792 294,772 250,694 16,961 4,098 141.4 145.4 129.0 134.7 0.4 10.7

6月 558,795 440,411 297,628 252,371 261,167 188,040 147.4 151.4 135.1 140.6 12.3 10.8
7月 425,502 340,340 296,427 249,378 129,075 90,962 150.1 155.0 137.8 144.1 12.3 10.9
8月 306,687 263,347 295,936 249,267 10,751 14,080 141.6 145.3 130.0 134.9 11.6 10.4

厚生労働省「毎月勤労統計調査」（規模30人以上）
県統計調査課「毎月勤労統計調査地方調査」(規模30人以上)

全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分市 全　国 大分県

2.04 1.72 1.36 1.19 99.9 100.1 100.0 100.7 309,591 299,858
2.24 1.98 1.50 1.42 100.4 100.6 103.1 96.0 313,057 321,925
2.39 2.13 1.61 1.54 101.3 101.9 104.2 95.4 315,314 325,288

30年  4月 2.48 2.09 1.63 1.57 101.8 102.0 102.8 101.4 337,164 272,049
令和元年  5月 2.43 2.18 1.62 1.57 101.8 102.2 104.9 ]98.7 332,273 308,206

6月 2.36 2.14 1.61 1.54 101.6 102.0 101.4 95.9 308,425 262,230
7月 2.34 1.99 1.59 1.54 101.6 101.8 102.7 95.4 321,190 257,692
8月 2.45 2.20 1.59 1.52 101.8 102.4 101.5 94.7 325,516 265,420

平成28年 平均

29年 平均

30年 平均

資料出所
厚　生

労働省

大　分

労働局

厚　生

労働省

大　分

労働局

鉱工業生産指数

(季調済)22年＝100
※年指数は原指数

1世帯当り（勤労者世帯）

家計消費支出（円）新規求人倍率 月間有効求人倍率

(季節調整値) (季節調整値)

消費者物価指数

(総合)27年＝100

総務省統計局

｢消費者物価指数｣
経済産業省 ｢鉱工業

生産動向｣

県統計調査課

｢鉱工業生産指数月

報｣

総務省統計局

「家計調査」

全　国 大分市

資料出所 (大分県)

　　　             項目

年月

一般職業紹介状況(学卒除く｡パート含む)

30年 平均

主　要　労　働　経　済　指　標

　　　             項目

年月

賃　　金　　の　　動　　き 労　働　時　間　の　動　き

現金給与総額(円) 定期給与(円) 特別給与(円)
総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

(時 間) (時 間) (時 間)

平成28年 平均

29年 平均

全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分県

365,804 316,584 292,593 258,251 73,211 58,333 148.5 156.7 135.8 144.1 12.7 12.6
367,951 322,250 294,010 260,744 73,941 61,506 148.4 158.1 135.7 144.5 12.7 13.6
372,162 312,645 295,944 253,861 76,218 58,784 147.4 153.5 134.9 141.0 12.5 12.5

令和  2年　10月 305,768 259,656 298,384 253,801 7,384 5,855 146.5 152.5 133.9 141.6 12.6 10.9
11月 323,586 268,096 297,698 250,821 25,888 17,275 147.5 149.2 134.9 138.6 12.6 10.6
12月 686,624 554,657 297,130 253,206 389,494 301,451 145.0 148.3 132.7 137.1 12.3 11.2
1月 306,927 266,460 293,104 258,436 13,823 8,024 137.7 144.1 125.9 133.5 11.8 10.6
2月 298,574 262,173 293,657 258,767 4,917 3,406 139.8 144.4 127.7 133.8 12.1 10.6

厚生労働省「毎月勤労統計調査」（規模30人以上）
県統計調査課「毎月勤労統計調査地方調査」(規模30人以上)

全　国 大分県 全　国 大分県 全　国 大分市 全　国 大分県

2.08 1.80 1.39 1.25 99.9 100.1 100.0 100.7 309,591 299,858
2.29 2.02 1.54 1.45 100.4 100.6 103.1 96.0 313,057 321,925
2.42 2.16 1.62 1.56 101.3 101.9 104.2 95.4 315,314 325,288

令和  2年　10月 2.43 2.06 1.58 1.48 102.2 102.9 98.3 93.6 305,197 252,327
11月 2.38 2.18 1.57 1.49 102.3 102.9 97.7 95.7 303,986 288,029
12月 2.44 2.15 1.57 1.49 102.3 102.7 97.9 94.6 345,370 286,966
1月 2.04 1.87 1.49 1.45 102.2 102.6 99.8 97.4 312,473 279,633
2月 2.22 2.14 1.45 1.43 102.0 102.4 99.5 93.7 303,166 263,936

（注） 一般職業紹介状況の年平均は年度平均、月次は季節調整値、年度平均は原数値。

３０年 平均

主　要　労　働　経　済　指　標

　　　          項目

年月

賃　　金　　の　　動　　き 労　働　時　間　の　動　き

現金給与総額(円) 定期給与(円) 特別給与(円)
総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

(時 間) (時 間) (時 間)

平成 2８年 平均

２９年 平均

資料出所 (大分県)

　　　          項目

年月

一般職業紹介状況(学卒除く｡パート含む)

大　分

労働局

厚　生

労働省

大　分

労働局

鉱工業生産指数
(季調済)22年＝100

※年指数は原指数

1世帯当り（勤労者世帯）

家計消費支出（円）
新規求人倍率 月間有効求人倍率

(季節調整値) (季節調整値)

消費者物価指数

(総合)27年＝100

総務省統計局

｢消費者物価指数｣
経済産業省 ｢鉱工業

生産動向｣

県統計調査課

｢鉱工業生産指数月
報｣

総務省統計局

「家計調査」

全　国 大分市

平成 2８年 平均

２９年 平均

３０年 平均

資料出所
厚　生

労働省
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主 要 労 働 経 済 指 標
（～令和２年２月）

５ パートタイム労働者・派遣労働者

パートタイム労働者の平均時間給は増加したが、派遣

労働者の１時間当たりの派遣料平均単価は前年と変わら

なかった。

①パートタイム労働者の平均時間給は1,100円(30年調

査1,052円)で、前年よりも増加した。

②派遣労働者の１時間当たりの派遣料平均単価は1,646

円(30年調査 1,646円)で、前年と変わらなかった。

６ 登用制度

正社員への登用制度がある事業所の割合は｢契約社員・

期間従業員｣､｢パートタイム労働者｣､｢派遣労働者｣のいず

れも増加した。

①｢契約社員･期間従業員｣から正社員への登用制度があ

る事業所の割合は45.2%(30年調査 44.6%)となってい

る｡

②｢パートタイム労働者｣から正社員への登用制度があ

る事業所の割合は45.6%(30年調査 43.0%)となってい

る。

③｢派遣労働者｣から正社員への登用制度がある事業所

の割合は21.9%(30年調査 20.7%)となっている。

④女性の管理職割合は、管理職全体のうち12.2%（30年

調査 13.3%）となっている。

⑤女性の管理職登用では「意欲があ

る社員を積極的に登用」が40.5%

と最も実施している率が高かった。

⑥女性の管理職登用への障壁として

は「本人の昇進意欲がないこと」

が44.4%、次いで「家庭との両立

が難しそう」が44.0%となってい

る。

⑦「無期転換ルール」に対応して就

業規則を整備(改正)した事業所の

割合は41.4%（30年調査38.3%）と

なっている。



〇 審 査 事 件 関 係

種 　 　 別 新 規 2月 か ら 繰 越 終 結 5月 へ 繰 越

不 当 労 働 行 為 事 件 0 2 1 1

労 働 組 合 資 格 審 査 0 2 1 1

再 審 査 事 件 0 0 0 0

種 　 　 別 新 規 2月 か ら 繰 越 終 結 5月 へ 繰 越

あ っ せ ん 0 0 0 0

調     停 0 0 0 0

仲     裁 0 0 0 0

種 　 　 別 新 規 2月 か ら 繰 越 終 結 5月 へ 繰 越

あ っ せ ん 0 0 0 0

< 事 件 関 係 >

〇 調 整 事 件 関 係

〇 個 別 労 働 関 係 紛 争 関 係
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下記ＵＲＬにてウェブアンケートを実施しています。「労働おおいた」

へのご感想や、「こんな記事を載せて欲しい」「この人にインタビュー

して欲しい」といったご要望など、様々なご意見をお待ち

しています。

<アンケートページ>

https://www.egov-oita.pref.oita.jp/bNt4xzzC

(製作･発行)大分県商工観光労働部雇用労働政策課

〒870-8501 大分市大手町３－１－１
TEL.097-506-3353 FAX.097-506-1756
E-mail：a14310@pref.oita.lg.jp

Web労働おおいた
http://www.pref.oita.jp/site/oitarodo/rodooita-000

0.html

おおいたの労働
http://www.pref.oita.jp/site/oitarodo/

大分で「活躍する企業」や「働く人」、「魅

力的な大分」を発信しているサイトです！

▶▶https://oita-katete.pref.oita.jp/

QRコード⇒

大分県労政･相談情報センターの労働相談（６月～７月）

労働に関する労使間のトラブルや疑問などの解決に向けアドバイスします。

相談日 月～金曜日 ８:３０～１７:１５ 土日祝日と１２/２９から１/３はお休みです。

相談は来所又は電話によります。

毎月１回行う出張相談会です。弁護士にも相談できます。
６月２５日(木) 大分県庁本館７階雇用労働政策課（大分市）

受付１３:００～１６:００
７月２２日(水) 大分県中津総合庁舎 ３階 大会議室（中津市）

受付 １３:３０～１５:３０

電話相談は 固定電話からはフリーダイヤル０１２０-６０１-５４０ スマホ・携帯電話からはTEL０９７-５３２-３０４０

大分県労政・相談情報センター(県雇用労働政策課内)
TEL０９７-５３２-３０４０

労働なんでも相談

巡回特別労働相談

一 般 労 働 相 談

労政・相談情報センター職員による出張労働相談会です｡

６月１２日(金) 津久見市市民ふれあい交流センター１Ｆ大会議室 １１:００～１５:００

６月１７日(水) 臼杵市役所 １Ｆ １０３会議室 １１:００～１５:００

７月１４日(火）宇佐市役所 ２Ｆ ２５会議室 1１:００～１５:００

７月１６日(木) 豊後高田市役所 別館 １Ｆ １０２会議室 １１:００～１５:００

〈 会議の開催状況 〉
３月１０日 定例総会（第１６７０回総会）
３月２４日 臨時総会（第１６７１回総会）
４月１４日 定例総会（第１６７２回総会）
４月２８日 定例総会（第１６７３回総会）

大分県労働委員会 労働相談ダイヤル

大分県労働委員会では、無料で労働相談を
実施しています。
解雇、賃金未払い、配転など労使間トラブ

ルでお困りの方は、お気軽にご相談ください。

大分県労働委員会（県庁舎本館３階）
〒870-8501 大分市大手町３丁目１番１号

※相談時間は９時から１７時まで

お問合せ

メ ー ル 相 談
来所､電話相談が困難な場合には､メール相談をお受けしています。

継続相談が必要な場合は、来所又は電話相談になります｡

ご相談は、こちらから https://www.pref.oita.jp/site/oitarodo/rsodan.html

◇◆労委だより◆◇ （令和２年３月～４月の概況） 大分県労働委員会

℡０９７-５３６-３６５０

大分県労政・相談情報センターは、賃金や労働時間などの労働条件、退職や解雇など、働くこと、雇うことに関
するトラブルが合理的、円満に解決されるよう、中立的な立場で問題点を整理しアドバイスします。
労働者、使用者の方の相談に応じます。
予約不要・秘密厳守・相談無料です

秘密厳守･相談無料・予約不要


